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2019年6月20日 

 

各 位 

 

会 社 名 東芝プラントシステム株式会社 

代表者名 取締役社長 原園 浩一 

（コード番号 1983 東証第 1 部） 

問合せ先 業務部長 田邊 賢吾 

（TEL 045-500-7012 ） 

 

支配株主等に関する事項について 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（2019年3月31日現在） 

親会社等 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株式が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

株式会社東芝 親会社 49.89 1.64 51.53 
株式会社東京証券取引所（市場第二部） 

株式会社名古屋証券取引所（市場第二部） 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 
 

当社は、株式会社東芝より、電気工事、機械器具設置工事、管工事、鋼構造物工事、電気通信工事、建築工事及

び消防施設工事のエンジニアリング、施工、試運転・現地調整等を請け負うとともに、電気機械器具等の資材を購

入するなどの取引を行っております。これらの取引において、工事請負につきましては、一般取引条件と同様に決

定しており、資材購入につきましては、個々に見積りの提出を受け、その都度、交渉により取引金額を決定してお

ります。親会社の企業グループに属することによる事業上の大きな制約はありません。 

また、当社は、同社との連携を密にし、東芝グループのエネルギー事業、インフラ事業のエンジニアリング及び

フィールド機能を担う企業として最適事業体制の構築を図る一方、事業活動の独立性を高めるため、中期経営計画

に基づく当社独自事業の拡大施策を推進しており、一定の独立性が確保されていると認識しております。 

 

３．支配株主等との取引に関する事項（自 2018年 4月1日 至 2019年3月 31日） 

   （単位：百万円） 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 資本金 事業の内容 
議決権等 
の被所有 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

 
 
 

 

親会社 

 
 
 
 

株式会社 
東芝 

 
 
 
 
東京都 
港区 

 
 
 

 

200,044 

 
1.電気機械器具製造業 
 
2.計量器、医療機械器具その他 
機械器具製造業 

 
3.ソフトウェア業、電気通信 
業、放送業、情報処理サー 
ビス業、情報提供サービス 
業 

 
4.化学工業、金属工業、建設業、 
不動産売買･賃貸借･仲介業、 
窯業、鉱業、土石採取業、 
電気供給業、金融業 

 
5.前各号の附帯又は関連事業 
 
6.前各号の事業を行う者に対 
する投資 

 
 
 
直接 
49.89 

 
 
間接 

1.64 

 

当社は親会社より電気工事、

機械器具設置工事、管工事、

鋼構造物工事、電気通信工

事、建築工事及び消防施設工

事の請負施工をしており、前

記工事に関連する一部の資

材を購入しております。 

また、資金の預入及び払戻を

しております。 

 
営業取引 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
工事請負 
 
 
 
 

 

資材購入 
 
 
 

 
389 

 
 
 
 

 

3,608 
 

 

完成工事 
未収入金 
 
その他 
流動資産 
 
未成工事 
受入金 
 
工事 
未払金 
 
未払金 
 
未払費用 

 
63 

 

32 

 

 0 

 

583 
 

 73 
 
    5 

営業外 
取引 

資金の 
預入 
 
資金の 
払戻 
 
利息の 
受取 

 
385,090 

 

390,420 

 

1,312 

グループ 
預け金 

 
77,470 
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（注）1.上記営業取引の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。 

2.上記営業外取引の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

3.議決権等の被所有割合の間接所有は東芝保険サービス株式会社（1.64％）であります。 

 

４．親会社との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 
 

親会社との取引において、工事請負につきましては、一般取引条件と同様に決定しており、資材購入につきまし

ては個々に見積りの提出を受け、その都度、交渉により取引金額を決定しております。資金の預入及び払戻につき

ましては、当社と親会社との間で資金取引に関する基本契約を締結して行っております。 

また、経営判断につきましては、取締役会、経営会議等において十分に審議し決定しており、当社の責任のもと

独自に意思決定を行っております。 

 

 
 
 
 

以 上 


